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働き始める前はしっかり業務ができるかが心配でしたが、超短時
間雇用では最初から業務と時間が決められていたため業務量を
想定できて、精神的な負担はありませんでした。勤務時間もちょ
うどよく、やりがいもあり充実しています。職場の方とも業務の合
間にお話したり、時には障害者就業・生活支援センターの職員と
も連絡を取り合い、安心して業務に取り組めています。職場の皆
さんが親切な方ばかりで「ここで働けて良かったな」と思います。

○Tさん・女性

・新聞記事のPDF化
・会議室利用者の
　入力作業

業務内容

ネットワーク協会職員

高岡さん

Tさんに業務を担当してもらっているぶん、自分の時間が生ま
れ、別の業務に力を割くことができるようになり、とても助かっ
ています。これからも是非続けていただきたいです。超短時間
雇用は、やらなくてはいけない業務だが、ついつい後回しになっ
てしまっている業務がある企業に適していると思います。

ネットワーク協会職員

富樫さん

導入にあたり、依頼できる業務を見つけるために日常業務の業
務分析、職務定義を実施することで業務の見直しをすることが
でき、効率化も図ることができたことがとても良かったです。決
められた業務以外をお願いすることができない制約はあります
が、それ以外にデメリットは見当たりません。
普段から忙しいと感じている企業の方にこそおすすめです。

ご相談
お問合せ

超短時間で働きたい方と企業をつな
ぐサポートを行っています。職務定義
からジョブマッチング、雇用後の定着
支援までを担当させていただきます。
一人ひとりに合った働き方を提供し、
地域社会で活躍できるように支援して
まいります。働いてみたい方や関係者
の方、興味のある企業の皆様、お気軽
にお問い合わせください。

いわき障害者
就業・生活支援センター

蛭田 由香里
人口減少や少子高齢化により、働き手
が不足するなかでも、人材を確保して
いくためには、多様な人材が活躍でき
る魅力的な職場づくりが大切です。い
わき市では、魅力的な職場づくりを行
う企業や団体を支援しながら、超短
時間雇用の普及拡大に取り組み、誰
もが能力を発揮し、輝くことができる
社会を目指します。

いわき市産業振興部
商業労政課（当時）

係長 酒井 誠司
超短時間雇用モデルでは、行政だけ
ではなく地域のさまざまな関係者が皆
で協力して分断を乗り越え、ともにイ
ンクルーシブに働くことができる「ま
ちのつながり」を発掘し、育てていく
ことを目指します。モデル実装の取り
組みを通じて、テクニックやノウハウ
を超えた社会包摂の文化を、みなさん
と一緒に育てていけたら幸いです。

東京大学
先端科学技術研究センター

教授 近藤 武夫



日本の障害者雇用

近年、障害者雇用を取り巻く環境が大きく変化しています。
障害者雇用促進法の改正による法定雇用率の上昇などの制度面の変
化に加え、経営的な観点から障害者雇用への注目が高まっています。
企業の社会的責任（CSR）の観点のほか、労働力の確保として、そして
生産性を向上する戦力として活躍の場が広がっています。
しかしながら、日本の障害者雇用施策と日本型雇用の課題により格差
が生じ、労働社会から排除されやすい環境となっています。

超短時間雇用モデル実現のための要件

障害者雇用施策や従来の日本型雇用の課
題により、子育て、介護、疾患、障がい、高
齢などの事情がある人々が労働社会から排
除されやすい構造になっています。
超短時間雇用はその壁を越え、インクルー
シブな地域づくりを目指して産学官連携で
開発してきた雇用モデルです。

1
採用前に､
職務内容を明確に
定義しておく

採用後に遂行してもらう業務内容を決めて
いくのではなく、採用前に具体的な職務内
容や労働時間、給与を明確に定義する。

2
定義された
特定の職務で、
短時間から働く

決められた労働時間内にできるだけ多種
多様な業務を行ってもらうのではなく、特
定の業務だけを依頼する。そのため労働時
間は業務に紐づけされ短時間からでも働く
ことが可能。

例えば、決められた服装での出勤やあいさ
つができるできないなど、特定の職務を遂
行するために必要となるスキルや行動、マ
ナーなど本質的に必要なことのみを求め、
それ以外は求めない。

3
職務遂行に本質的に
必要なこと以外は
求めない

それぞれの特性や経験を活かして働くこと
で、より多様な方の就労機会を創出し、企
業や地域において人材有効活用の増進に
寄与させ、地域にダイバーシティな働き方
を浸透させる牽引役に。

4 同じ場所で
ともに働く

超短時間雇用は、個々の企業努力に依存
せずに、地域全体での柔軟な雇用となるこ
とを目指している。そのために、いわき市
や地域の経済団体、福祉関連団体と連携
して取り組む。

5
超短時間雇用を
創出する
地域システムがある

定
着
支
援

導入までの流れ

超短時間雇用の導入においては、雇用モデルの概要説明から雇用後の定着までを一貫してサポートします。専門スタッフが職場に出向き、ご本人
と面談したり、職場の方のご意見を伺うなど、働き続けられるようにバックアップします。

障害者雇用施策に残された問題

1 働きたいが長時間
働けない障害者との機会格差

さまざまな事情により短時間しか働けない方は雇用機会に恵まれにくい。

2 賃金の格差

障害福祉事業所の工賃(賃金)と一般就労の賃金との格差が大きい。

日本型雇用の厚い壁と社会的排除

1 長時間働く必要がある

週40時間、年間12か月を通じて働くことが通
例であり、その結果、長時間・長期間、安定し
て働けない人は雇用対象になりにくい。

2 採用時に職務定義がない

異動による配置転換が前提となり職務内容の大きな変化にも臨機
応変に対応できる人が採用されやすい。
一方で特定分野でできることがあっても、何かできないことがある
と採用されにくい。
採用前の時点で明確な職務が定まっていないため、さまざまな出
来事に適応できるコミュニケーション能力が重要視され、職務遂
行において本質的に必要とされるスキルの評価がない。

1日15分、週1回から働く、新しい働き方
とは

病気や障がいなどのさまざまな事情によって一般の正規職員のように長時間働くことが難しい人は、なかなか雇用されにくく社会参加の壁となっています。 
一方で企業側では人手不足が深刻で、社員が多くの業務をこなし本来注力するべき業務に手がつけられない、残業が増えるといった課題を抱えています。
これらの課題を解決するには多様な人が働けるように雇用のあり方を工夫し、個々のニーズにあった働き方ができる仕組みを作ることが重要です。 
いわき市はこうした雇用課題の解決に向けて『超短時間雇用』を導入できる環境を整え、地域のシステムとして新たな雇用環境をうみだす仕組
みづくりを行います。 

東京大学先端科学技術研究センター社会包摂システム分野では、インクルーシブな働き方である「超短時間雇用モデル」を全国各地で展開しています。

障がいなどがある方 企 業

・体力的に長時間は難しい
　けれど、短時間なら働ける
・臨機応変な対応は難しいが、
　決められた仕事はできる

・人手不足を解消したい
・生産性を向上させたい

知見・ノウハウ提供
実践データ共有

連携協定

業務委託

ジョブマッチング
いわき障害者就業・生活支援センター

Q 企業にどのような
メリットがありますか？

超短時間雇用の導入では、マッチングの役割を担うコーディ
ネーターが企業を訪問し、業務の効率化や残業時間の削減な

ど、企業にとってのメリットをもたらすための業務分析を行います。
短時間の仕事で雇用できるメソッドの活用により多様な人が働きや
すい環境を作ることができます。

A

Q 例えばどのような仕事で
採用されていますか？

一部の事例を紹介します。
板金会社での精密部品の傷チェック／IT系企業での作業工程

マニュアルの英語翻訳／保育園でのおもちゃ消毒／小売店での伝票
のシステム入力 など
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働きたい人と支援員で
面接をしてスキル評価
などを行います

どのような仕事で採用するかを決めるために、支援員が企業の業務分析を行います
ハローワーク登録等の手続きも行います


